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研 究 要 旨
目的と方法　日本における薬物使用の現状と対応に関する情報を、つまり私たちの社会における薬物使用、

刑事的対応、薬物取締法と刑罰、政策対応、地域社会での対応の現状に関する情報を、先行研究や関係省庁

の白書等を調査して概括した。薬物使用に関する基本的な情報を、HIV 診療を提供している拠点病院の医療

者、予防啓発と陽性者支援を担っている NGO のメンバーに供することが目的である。

結果　日本における薬物使用は、諸外国と比べればかなり低い水準にあり、使用薬物では過去 10 年間に覚

せい剤は減り、大麻が増えているが、いずれかの薬物の生涯使用経験率は 0.1% で推移している。HIV 陽性

者の薬物使用は、全国住民調査よりかなり高い。

　薬物事犯検挙人員は 2015 年に 13,542 人、2000 年頃は 20,000 人前後だったのが 2006 年には 15,000

人を下回り、以降微減ないし横ばいの傾向にある。その内、覚せい剤が 8 割、所持ないし使用も 8 割を占める。

　薬物取締関係法で定める個人使用に対する懲役刑は、覚せい剤で 10 年以下、大麻で 3 年以下、有機溶剤

は 1 年以下とされている。覚せい剤の初犯は一般に懲役 1 年 6 ヵ月・執行猶予 3 年、再犯は懲役 2 年前後

の実刑が課される。2016 年から刑の一部執行猶予制度が導入されている。

　2013 年の第四次薬物乱用防止五か年戦略は、啓発の強化、治療と支援、取締の徹底、国内流入阻止、国

際連携の 6 つの目標を掲げているが、予算で見ると、国内流入阻止の 92.7% に次いで治療と支援は 2 位だ

が 4.1% に留まり、厚生労働省予算での増額が望まれる。

　地域社会において薬物依存症に対応している医療機関は少なく、回復プログラムを提供しているのは全体

の 5.1% に過ぎない。現実にプログラムを担っているのは、主として民間の自助グループである NA やダル

クである。

結論　日本における薬物使用への対策は、使用を主として処罰されるべき犯罪と見なす傾向が強く、健康問

題と捉え、依存症からの回復や社会生活への復帰を支援する努力はきわめて不足している。薬物使用者とそ

の関係者を支援する公的機関と民間団体の活動の充実が求められる。

研究目的A
　HIV 感染と薬物使用との間の関連が注目され始め

ているが、HIV に関わる医療者や支援者にとって、

薬物使用に関する情報は、個々の事件やそれへの反

応を伝えるマスコミの報道にほぼ限られ、私たちの

社会の現状に関する包括的な情報は、ほとんど共有

されていない。使用される薬物や使用する人の割合、

警察による取締、その基となる法律と罰則の規定と

運用、薬物使用に対する政策、医療機関での依存症

治療や自助グループによる回復プログラム等、多様

な情報はそれぞれに存在はするが、それらに一つ一

つあたることは容易ではない。

　薬物使用にまつわる問題をもつ人とその関係者に

支援を提供しようとする際には、使用する人が置か

れている現状を理解することが必要になる。本研究

の目的は、私たちの社会における薬物使用の現状と

対応を概括し、HIV 診療を提供している拠点病院の

医療者、予防啓発と陽性者支援を担っている NGO

のメンバーに提供することにある。
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研究方法

　日本における薬物使用の現状と対応を概観するた

めに、公表されている文献資料を調査した。1. 使

用の現状については国立精神・神経医療研究セン

ター精神保健研究所の研究、厚生労働省と文部科学

省の科研費による研究、そして国連薬物犯罪事務

所（UNODC）の年次報告書を、2. 刑事的対応につ

いては法務省と警察庁の白書を、それぞれ利用し

た。3. 法律については 6 つの薬物取締関係の法規

を、4. 政策については薬物乱用対策推進会議（内閣

府）の薬物乱用防止五か年戦略を、それぞれ検討し

た。5. 地域社会での対応については、回復プログ

ラムや使用者支援を提供している機関や団体を調査

した。加えて日本における薬物使用に関する内外の

先行研究を参照した。

（倫理面への配慮）

　人を対象とする研究には該当しない。

B

研究結果C
1．薬物使用の現状

1.1. 薬物使用率の推移

　薬物使用について隔年で行われている全国住民調

査（16 ～ 64 歳）1) によれば、2015 年の薬物使用

生涯経験率は、有機溶剤 1.5%、大麻 1.0%、覚せ

い剤 0.5%、ヘロイン 0.0%、危険ドラッグ 0.3%、

いずれかの薬物では 2.4% であり、過去 1 年の経

験率はそれぞれ、0.1%、0.1%、0.0%、0.0%、0.0%、

そして 0.1% である。このことから、生涯経験人口

の概数は、有機溶剤 138 万人、大麻 95 万人、覚

せい剤 50 万人、危険ドラッグ 31 万人と推測され

ている。調査結果の 1995 年以降の推移は、いずれ

かの薬物の生涯経験率は 2% から 3% の範囲で上

下しながらもほぼ横ばいであり、2005 年以降では

覚せい剤は 1.4% から 1.0% へ下降しているが、大

麻は 0.3% から 0.5% に上昇している。この調査は

規模と方法において日本を代表するものであり、無

作為抽出した 5,000 人を調査員が戸別訪問し、後

日再訪して厳封され無記名で回収された 3,976 人

の回答を分析している。

　ちなみに世界における 2014 年の年間薬物使用

経験率（16 ～ 64 歳）について国連薬物犯罪事務所

（UNODC）2) は、大麻は東・東南アジア 0.6%、

北米 12.1%、西・中欧 6.7%、覚せい剤はそれぞれ、

0.6%、1.4%、0.5%、オピオイドは 0.2%、3.9%、

0.5% と報告している。

　 大麻 覚せい剤 ヘロイン 有機溶剤

 東・東南アジア 0.6% 0.6% 0.2% 　

 日本 0.1% 0.0% 0.0% 0.1%

 北米 12.1% 1.4% 3.9% 　

 西・中欧 6.7% 0.5% 0.5% 　

出典 : 嶋根卓也他 2015, UNODC 2016.

表 5.1　過去 1 年間の薬物使用経験率
国際比較（16-64 歳 日本：2015 年 海外：2014 年）

1.2. HIV と薬物使用

　HIV 陽性者を対象に 2014 年に 2 つの調査が実

施された。1 つは HIV 診療ブロック拠点病院の医

療者を通じて配布した調査票を郵送で回収する方式

で 3)、もう 1 つはウェブを利用する方法で 4) 行わ

れ、それぞれ 1,100 人、913 人から回答を得ている。

薬物使用の生涯経験率は、有機溶剤 2.5%/4.6%、

大麻 9.0%/15.7%、覚せい剤 8.8%/16.9%、危険

ドラッグ 12.5%/38.6%、過去一年の経験率はそ

れ ぞ れ、0.1%/0.2%、0.4%/1.0%、2.3%/5.1%、

4.8%/13.6% と、住民調査に比べかなり高い数値

が示された。また生涯経験率の高い薬物として、ラッ

シュ 41.2%/69.6% およびゴメオ 25.1%/37.7%

が 挙 げ ら れ、 過 去 一 年 の 経 験 率 は そ れ ぞ れ、

10.0%/25.1%、0.5%/1.8% であった。

　回答者の中で自分の HIV 感染経路を男性同性間

性的接触と答えたのは 8 割前後（78.8%/84.9%）

で、注射針共有によるとしたのは 1.9%/0.8% だっ

た（厚生労働省動向委員会報告では 0.8%）。ま

た、セックスするときに薬物を使うと答えたのは

44.0%/70.7% だった。こうしたことから、日本の

男性とセックスする男性（MSM）は薬物使用率が、

住民調査よりもかなり高いが、HIV 感染経路が静脈

注射であることは僅かで、むしろ薬物使用により性

関係で予防が図られずに HIV に感染する、という

事例が少なくないことが推測される。また、薬物使

用が HIV 治療の継続を困難にしていること 5）、HIV

陽性の MSM 間で C 型肝炎ウイルス（HCV）の感染
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リスクを高めていること 6）も指摘されている。

2. 刑事対応の現状

2.1. 検挙者数と覚せい剤

　警察による薬物事犯検挙人員は、2015 年で

13,542 人であり、2000 年頃は 20,000 人前後だっ

たが、2006 年には 15,000 人を下回り、以降微減

ないし横ばいの傾向にある。対象薬物について見る

と、覚せい剤では 11,200 人、全体の 8 割を占める。

違反態様別では所持と使用を合わせてその 9 割に

対し、譲渡・譲受と密輸を合わせても 1 割に満た

ない 7)。

　第二次大戦中は軍需品であった覚せい剤は、戦

後暴力団の資金源とされて民間に拡がり、1951 年

に覚せい剤取締法により禁止されたが、1954 年

に検挙人員は 55,664 人となった（最初で最大の

ピーク）。取り締まりの強化によりその後減少し、

1957 年から 1969 年までは 1,000 人を下回った

が、1970 年から増加して 1984 年には 24,372 人

（第二のピーク）、その後減少したが、1995 年の約

15,000 人から増加して 1997 年には 19,937 人（第

三のピーク）となり、2001 年からは減少し、2006

年から横ばいで推移している 8)。

　覚せい剤による被検挙者の中では、再犯よりも初

犯の減少が大きいので、同一罪名再犯罪者率は近年

上昇し、2015 年は 65.4% になった。刑法事犯全

般において、いずれかの罪状による再犯罪者率も増

えているが、2015 年は 48.0% だった。

2.2. 大麻と危険ドラッグ

　大麻による 2015 年の検挙人員は 2,167 人、薬

物事犯全体の 15% を占める。2009 年に 3,087 人

と最多になったが、その後減少し、2013 年からは

微増している。違反態様別では所持が 8 割、譲受、

密輸、栽培を合わせて 15% になる。

　危険ドラッグの使用による死亡者が 2014 年に急

増（112 人）したのを受けて取り締まりが強化され、

同年に 840 人が検挙され、翌年に掛けて 215 の販

売店舗と 189 のウェブサイトが閉鎖された。2015

年には検挙者は 1,196 人に増え（使用は 996 人、8

割）、死亡は 11 人に減少した。

3. 薬物取締関係法と刑罰

3.1. 法律と罰則

　刑事対応の基となる薬物取締関係法において、法

律の名称、個人の使用に関して処罰の対象となる事

由、罰則の規定は次のとおりである 9)。

1）覚せい剤取締法：覚せい剤の所持／使用は 10 年

以下の懲役

2）麻薬及び向精神薬取締法：ヘロインの所持／使

用は 10 年以下の懲役、その他の麻薬及び麻薬原料

植物（コカイン、MDMA、マジックマッシュルーム

等）は 7 年以下の懲役

3）あへん法：あへん等の所持／使用は 7 年以下の

懲役

4）大麻取締法：大麻の所持は 5 年以下の懲役

5）毒物及び劇物取締法：シンナーなどの有機溶剤

の所持／使用は 1 年以下の懲役もしくは 50 万円以

下の罰金（または併科）

6）医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性

の確保等に関する法律：危険ドラッグの所持／使用

は 3 年以下の懲役または 300 万円以下の罰金（また

は併科）

　日本では大麻取締法を除く他の法律において、該

当する薬物の所持だけではなく使用も取り締まりの

対象となっている。実務的には、逮捕者の 8 割を

占める覚せい剤の個人使用（または所持）に関して、

初犯は懲役 1 年 6 ヵ月・執行猶予 3 年、再犯は懲

役 2 年前後の実刑が相場となっている。また、上

記の法律のなかでもっとも重い罰則は、覚せい剤（覚

せい剤取締法）及びヘロイン（麻薬及び向精神薬取締

法）の営利目的による製造、輸出、輸入に対する無

期懲役である。

3.2. 受刑と刑の一部執行猶予制度

　薬物取締関係法で実刑判決を受けた受刑者は、「刑

事収容施設及び被収容者等の処遇に関する法律 10)」

により矯正処遇として「薬物依存離脱指導」が提供さ

れる。標準的なプログラムは認知行動療法を基盤と

したグループワークであり、12 回のプログラムを

3 ～ 6 ヵ月かけておこなうものである。

　2016 年より、違法薬物の使用・所持で受刑する

薬物事犯者に対し実刑期間を部分的に猶予する制度
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が施行された（刑法一部改正法（平成 25 年法律 49 号）

及び「薬物使用等の罪を犯した者に対する刑の一部

の執行猶予に関する法律 11)」（平成 25 年法律 50 号））。

たとえば、従前であれば覚せい剤使用で懲役 2 年

の判決がでていた場合、新制度下では、懲役 2 年

のうち 1 年 6 カ月を実刑、残り 6 カ月について保

護観察付き執行猶予 2 年と言い渡すことができる。

この場合、1 年 6 カ月受刑した後、残りの 6 カ月

の執行が猶予される。そして、地域社会において保

護観察を受けながら 2 年間は定期的に保護観察官

との面談、簡易薬物検査、覚せい剤事犯者処遇プロ

グラムなどを受けることが遵守事項として義務付け

られる。

4. 政策対応の現状

4.1. 薬物乱用防止五か年戦略

　日本の薬物対策政策は、内閣府によって 5 年ご

とに更新されている。しかし、全体的な目標は変わ

らず、「薬物乱用の根絶を図る」ことである。その政

策路線は、薬物需要と供給の削減に終始しており、

ハームリダクション、あるいはそれに該当する政策

の言及はない。また、末端薬物使用者に対する取締

りの徹底が政策目標の中に明記されていることから

もわかるように、日本の薬物対策は刑罰重視である。

最新の政策は 2013 年に決定された「第四次薬物乱

用防止五か年戦略」である 12)。表 5.2 にある通り、

全体の目標は 2008 年に決定された前回の政策時

からひとつ増えているが、それは前回の目標 4 が、

目標 4 と 5 に分けられたからである。 

図 5.1　2016 年度薬物対策予算案の内訳

第三次薬物乱用防止五か年戦略
(2008)

第四次薬物乱用防止五か年戦略
(2013)

4 つの目標 5 つの目標

1. 青少年による薬物乱用の根絶
及び薬物乱用を拒絶する規範意
識の向上
2. 薬物依存・中毒者の治療・社
会復帰の支援及びその家族への
支援の充実強化による再乱用防
止の推進
3. 薬物密売組織の壊滅及び末端
乱用者に対する取締りの徹底
4. 薬物密輸阻止に向けた水際対
策の徹底、国際的な連携・協力
の推進

1. 青少年、家庭及び地域社会に
対する啓発強化と規範意識向上
による薬物乱用未然防止の推進
2. 薬物乱用者に対する治療・社
会復帰の支援及びその家族への
支援の充実強化による再乱用防
止の徹底
3. 薬物密売組織の壊滅、末端乱
用者に対する取締りの徹底及び
多様化する乱用薬物に対する監
視指導等の強化
4. 水際対策の徹底による薬物の
国内流入の阻止
5. 薬物密輸阻止に向けた国際的
な連携・協力の推進

出典：内閣府 2013

表 5.2　薬物対策政策目標の比較（2008 年と 2013 年）

4.2. 対策予算

　2016 年度の予算案は総額約 341 億円で、前年度

より 20 億円増額された 13)。その内訳は図 5.1 にあ

るように、95% 以上が薬物供給削減に使われてお

り、薬物依存症者の治療や社会復帰に当てられた予

算は全体の 4% でしかない。実際、前年度予算よ

り増額された 20 億円のうち 14 億円は水際対策の

徹底による薬物の国内流入の阻止 ( 目標 4) に当て

られており、これは合法ハーブ等と称して販売され

る新たな薬物の台頭に対する懸念を反映している。

　一方、治療と支援（目標 2）については、刑の一部

の執行猶予制度を導入する法律が制定されたことを

うけて、薬物依存症者の社会復帰支援には、前年度

に比べて 1.2 億円の予算が増額されたが、薬物依存

症治療体制の充実については、前年度より 600 万

円減額されている。薬物対策予算は、関係省庁で別

に要求されているものもあるので、内閣府の予算だ

けでは全体像を掴みづらいが、厚生労働省所管で

は 2016 年度に更に 1.1 億円が予算計上されている
14）。 

5．地域社会での対応の現状

5.1. 使用、依存の予防と依存からの回復

　地域社会で利用可能な、薬物使用行動を対象にし

た予防と支援のプログラムは、覚せい剤などの違法

薬物使用は健康ではなく司法の問題とみなされてき

たために、使用防止の啓発を除けば僅少である。使

用者の内、世界的には 88% は物質使用障害をもた

ないと言われる 15)。そうした使用者の生活上の問

出典：内閣府 2016

目標4
国内流入阻止
92.7%

目標3
取締の徹底
2.6%

目標2
治療と支援
4.1%

目標1
啓発の強化
0.4%目標5

国際連携
0.1%
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題に対応する相談窓口や、感染症や依存症予防のた

め保健介入によるアウトリーチが必要とされるが、

そうしたスキームが日本にはほとんどない。

　物質使用障害をもつ 12% の使用者に対して、依

存症治療を提供する専門性の高い精神科医療機関は

きわめて限られている。覚せい剤による精神障害を

持つ患者の 12.7% は、入院施設を持つ病院のわず

か 4 カ所に集中しており、依存症回復プログラム

を提供している精神科医療機関は全体の 5.1% に過

ぎないという報告もある。断薬を目指すプログラム

としては、米国のマトリックスモデルを参照し、認

知行動療法を基礎としたグループワークが、医療機

関や精神保健福祉センターなどで実施されている

が、その数は約 70 ヵ所とされる 16)。

　回復支援のプログラムを主として担ってきたのは

薬物使用者を中心とする民間の活動であり、自助

グループであるナルコティクス アノニマス（NA：

Narcotics Anonymous）によるミーティングは、

全国で週に 483 回開催されている 17)。また NA を

基盤として、12 ステップを中心に薬物依存からの

回復のための自助プログラムを提供する民間団体

ダルク（DARC：Drug Addiction Rehabilitation 

Center）が全国で約 80 施設稼働している 18)。

5.2. 当事者と支援者の活動

　日本の地域社会において、薬物使用者への支援を

実践してきたのはダルクである。1985 年に設立さ

れ、12 ステップによる回復プログラムが自助グルー

プ活動として展開されてきた。またこれに関連する

NGO や HIV に関わる NPO が、電話相談のホット

ラインや感染症予防の教育プログラムを提供してき

た 19)。

　2010 年代に入り、当事者、家族、薬物依存の専

門家等が連携し、健康と人権という視点で薬物政策

を考察するための海外視察や勉強会、市民講座等

が開催されるようになった。2015 年には、そうし

た動きが日本薬物政策アドボカシーネットワーク

（JANDP）としてプロジェクト化され、今後、市民

社会の理解促進、政策提言などをおこなっていくこ

とが計画されている。

考察D
　薬物使用は多くの社会で犯罪として対処されてい

るが、同時にそれは健康問題でもあり、健康問題と

しての対応が課題とされている。しかし、日本での

対策は、「薬物乱用の根絶を図る」五か年戦略に明ら

かなように、犯罪としての取締に重点が置かれてお

り、使用者の医療と支援は、上述のように不十分と

言わざるをえない。

　こうした傾向は、「ダメ。ゼッタイ。」という広く

知られている標語に明確に反映されている。世界的

に見て薬物使用率がかなり低いことから、この標語

が薬物使用に対して大きな抑止力を持ってきたこと

はある程度認められるが、薬物を使用した人を社会

から孤立させ、依存症患者の社会復帰を妨げている

ことも否定できない。

　法規制についても、現在の法律はそれぞれの時点

での問題に急ぎ対処するために立法と改正が積み重

ねられてきた経緯があり、犯罪組織に連なる提供者

と個人としての使用者に対する量刑にしても、均衡

が取られているか疑問に思われる。また、危険ドラッ

グに迅速に対処しようとする法改正が、新たな薬物

を市場に次々と出現させることになったとの指摘も

ある 20)。ゴメオやラッシュの規制が、その使用者

の間に危険ドラッグの流通や覚せい剤への移行を促

す一因になったことを、HIV 陽性者に関する研究は

示唆している 21)。法規制だけでは対応しきれない

現実を直視する必要があると思われる

　法律と刑罰だけによって薬物使用を制御するこ

と、まして依存症からの回復をはかることは望めな

い。その認識は私たちの社会にもようやく受け容れ

られ始めている。2006 年に受刑者処遇法により義

務づけられた薬物依存離脱指導に、NA やダルクの

メンバーも招かれるようになっている。また導入さ

れたばかりの刑の一部執行猶予制度には、刑務所の

内と外、施設内処遇と社会内処遇との連携を図り、

使用者の社会復帰を促そうという狙いがある。しか

し社会での受け皿の一つとされている更生保護施設

には、使用者受け容れの経験と準備が乏しく、実績

が蓄積されている民間施設であるダルクでは、資力

とそれ故の人材の不足により、受入人員が限られて

いる。
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結論

　日本における薬物使用は、諸外国と比べればかな

り低い水準にあり、使用薬物では過去 10 年間に覚

せい剤は減り、大麻が増えているが、いずれかの薬

物の生涯使用経験率は 0.1% で推移している。HIV

陽性者の薬物使用は、全国住民調査よりかなり高い。

　 薬 物 事 犯 検 挙 人 員 は 2015 年 に 13,542 人、

2000 年頃は 20,000 人前後だったのが 2006 年に

は 15,000 人を下回り、以降微減ないし横ばいの傾

向にある。その内、覚せい剤が 8 割、所持ないし

使用も 8 割を占める。

　薬物取締関係法で定める個人使用に対する懲役刑

は、覚せい剤で 10 年以下、大麻で 3 年以下、有機

溶剤は 1 年以下とされている。覚せい剤の初犯は

一般に懲役 1 年 6 ヵ月・執行猶予 3 年、再犯は懲

役 2 年前後の実刑が課される。2016 年から刑の一

部執行猶予制度が導入されている。

　2013 年の第四次薬物乱用防止五か年戦略は、啓

発の強化、治療と支援、取締の徹底、薬物供給削減

に 95% 以上が使われているが、薬物依存症者の治

療や社会復帰には 4% に留まる。

　地域社会において薬物依存症に対応している医療

機関は少なく、回復プログラムを提供しているのは

全体の 5.1% に過ぎない。現実にプログラムを担っ

ているのは、主として民間の自助グループである

　日本では薬物使用者は、まずは犯罪者、そうでな

ければ器質的な精神障害をもつ病人、という捉え方

が根強い。入院加療に留まらず、保健問題としての

薬物使用には、容易ではない依存からの回復への、

それ以前の依存に対する予防への支援や、使用に関

わる心理上、生活上の相談といった、より広範で現

実的な対応が求められる。国際的には薬物の個人使

用を非処罰化することが潮流となりつつあるが 22)、

その背景には、個人の問題としても社会の問題とし

ても、薬物使用に保健問題として取り組もうとする

要請もある。私たちの社会で薬物使用対策の急務と

されるのは、薬物使用に関わる多様な問題を持つ人

が少なからずいるという現実を認識し、そうした問

題に取り組む公的機関と民間団体の活動を支援する

ことだろう。

E

NA やダルクである。

　日本における薬物使用への対策は、使用を主とし

て処罰されるべき犯罪と見なす傾向が強く、健康問

題と捉え、依存症からの回復や社会生活への復帰を

支援する努力はきわめて不足している。薬物使用者

とその関係者を支援する公的機関と民間団体の活動

の充実が求められる。
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